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１．平成２６年度予算編成方針

国の経済情勢は、大胆な金融施策及び機動的な財政政策、民間投資を喚起する成長戦

略の「三本の矢」の効果もあり着実に上向いているが、景気回復の実感は、地域経済には未

だ浸透しておらず、業種ごとの業況にばらつきがみられ、経済危機への対応、東日本大震災

への対応等が重なり極めて厳しい状況にある。

このような中、「経済財政運営と改革の基本方針」及び「日本再興戦略」に基づき、強い経済

を取り戻しつつ、消費税率の引上げにより財源を確保し社会保障の安定化を進めるとともに、

国・地方を合わせた基礎的収支について改善を図り、経済再生と財政健全化の両立の実現

を目指すとしており、平成２６年度予算の基本的な考え方については、聖域無く予算を抜本

的に見直した上で、経済成長に資する施策及び緊急性の高いものを重視しつつ、真に必要

な施策に予算を重点化するとされたところである。

県の財政については、平成２５年度は「復興加速化」予算として、復興・再生を確かなものと

するため、過去最大規模となる当初予算を編成するとともに、直面する喫緊の課題に対処す

るため、５度にわたる補正予算を編成し対応してきたところである。

また、消費税率や労務単価の引上げなどに伴う影響等による歳出増加が見込まれる中、必

要な事業量に見合う財源確保が課題となっている。

こうした中、「夢・希望・笑顔に満ちた“新生ふくしま”」の実現に向け、新年度の予算は、１３
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の重点プロジェクトを中心に、人口減少や高齢化社会の課題への対応を始め、被災者の生

活再建、風評対策などの視点から選択した事業を最優先に予算配分し、これまでに執行した

事業の効果を検証しつつ、あらゆる方策を講じて財源を確保することとしている。

本町においては、東日本大震災からの復旧・復興・再生を重点課題とし、平成２５年度当初

予算では２１４億７，９００万円の予算編成を行い、生活圏（５地区）における除染対策事業等

関連する事業に積極的に取り組んでいるところである。これらの財源については、国・県支出

金などの依存財源に占める割合が多く、不足分を財政調整基金の取り崩しで対応している厳

しい状況にある。

平成２６年度の予算編成方針については、前年度に引き続き「川俣町復興計画」等の実現

のため、被災者の生活再建に向けた環境整備など、復興・再生に係る事業に対し重点的に

予算の配分を行うものとする。また、消費税率の引上げなどによる歳出増加が見込まれ、引き

続き厳しい財政状況が想定されるところであるが、国・県との連携を緊密に図り、あらゆる方策

を講じて財源を確保し、対処していく必要があるところである。

なお、消費税率の引上げに伴う施設の使用料・利用料金等の対応については、円滑かつ

適正に転嫁されるよう、所要の措置を講じるものとする。
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＜第１図＞　当初予算額の推移

（A)　-　（B)

２．予算規模

  今年度は、以上のような予算編成方針と平成２６年度地方財政対策の概要及び国・県の予

算に配意しながら予算編成を行った。

   この結果、平成２６年度の当初予算規模は１２２億８，７００万円となり、 前年度当初予算（２１

４億７，９００万円）に比べ、９１億９，２００万円、率にして４２．８％の減となったところである。

　なお、平成１２年度以降の当初予算の推移は第１図のとおりである。
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３．平成２６年度一般会計予算の概要

(1) はじめに

国の平成２６年度一般会計予算の規模は、約９５兆９，０００億円となり、社会保障・税一体改

革による消費税増収分を活用した子育て支援などの充実、インフラ老朽化対策などの公共事

業予算を重点化するものとしている。

県の一般会計予算の総額は、１兆７，１４５億円（対前年度比１．０％減）となり「ふくしま新生

プラン」に掲げた重点プロジェクトに基づく事業により復旧・復興を推進するものとしている。

本町の平成２４年度決算における財政状況は、財政の健全性を示す指標である経常収支

比率は８７．３％（前年度８６．９％）となっている。また、公債費比率５．２％、債務負担行為等

を含む実質公債費比率７．６％と、ともに改善されているが、毎年度の予算編成においては、

その財源に財政調整基金の取り崩しで対応する状況が続いている。

このような状況下、川俣町復興計画に基づき、平成２３年度から平成２７年度の５年間を集中

復興期間として復興事業を進め、４年目となる平成２６年度の当初予算額は１２２億８，７００万

円（対前年度比９１億９，２００万円、４２．８％減）となったところである。
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円（対前年度比９１億９，２００万円、４２．８％減）となったところである。

減額の要因としては、除染対策事業費の減によるものが大きくなっており、一方、復興公営

住宅建設事業費や継続費として新庁舎建設事業費を計上するとともに、平成２５年度に生活

圏の除染を行った地区における除染後の町道に係る舗装等工事費を当初から計上するな

ど、本町の再生・復興に向けた取り組みを推進するための積極的な予算としたところである。

なお、税負担の適正な転嫁を基本に、消費税率の引き上げに伴う公共施設の使用料の改

定を行っている。予算編成にあたっては、予算額の多くを占める除染対策等関係経費を今年

度も計上するとともに、農産物など食品の放射性物質検査を強化する取組みを進めるものと

し、また、子どもたちの健康管理のための内部被ばく検査や、親子のびのびリフレッシュ事業

等についても継続し実施することとしている。

さらに、子どもの屋内運動場整備事業や学校等における校舎内緊急環境改善事業として、

幼稚園、小学校、中学校に空調設備を設置するための予算などの所要額を措置したところで

ある。
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＜第１表＞　一般会計歳入予算内訳

（単位：千円、％）

(2)歳入の状況
歳入予算の内訳をみると、第１表のとおり前年度と比べると町税及び地方交付税、繰入金
などが増額となっている一方、特に県支出金が大幅減となり、諸収入や一部の交付金等も減
額となっている。
町税は１０億３８，７６２千円（前年度比８．１％増）、地方消費税交付金は１億５４，０００千円
（前年度比１９．４％増）、地方交付税は３５億２５，３７１千円（前年度比３４．９％増）、国庫支出
金は７億１３，０４５千円（前年度比４．４％増）、繰入金１４億２８，３４６千円（前年度比２１３．
８％増）となっている一方、自動車取得税交付金１１，５０１千円（前年度比４２．５％減）、県支
出金３９億１７，１３３千円（前年度比７５．１％減）、諸収入１億７９，４６５千円（前年度比１０．
０％減）などとなっている。主には、生活空間における除染対策事業に対する県補助金の減
が大きくなっている。
なお、今年度も歳出に対し歳入不足分が生じたため、財政調整基金から５億２６，２３３千円
の繰入金で補っている状況である。
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＜第２図＞　一般会計歳入予算の構成比

歳入のうち、町税から交通安全対策特別交付金までを合計した一般財源は、４８億３３，７３

４千円となり、前年度の３８億２９，８１６千円と比べて１０億３，９１８千円、２６．２％の増となっ

た。歳入総額に占める一般財源の割合は３９．３％で、前年度（１７．８％）を２１．５ポイント上

回っている。これは、地方交付税のうち震災復興特別交付税の増額を見込んだことにもよる

が、特定財源である県支出金が大幅な減額となり、歳入全体も減少したことによるものである。

   次に、歳入予算における自主財源と依存財源の構成比は第２図のとおりである。

自主財源の総額は２８億１２，９５０千円（前年度１７億８５，５９０千円）で、前年度比５７．５％

の増となった。自主財源の歳入総額に占める構成比は２２．９％で前年度（８．３％）を１４．６ポ

イント上回った。これは町税及び繰入金の増額によるものである。

依存財源は、９４億７４，０５０千円で前年度（１９６億９３，４１０千円）と比較すると大幅な減と

なっており、構成比では７７．１％で前年度（９１．７％）を１４．６ポイント下回った。これは主に、

県支出金の減額によるものである。
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＜第２表＞　町税の内訳

（単位：千円、％）

（町　　税）

税目別の町税予算は第２表のとおりであり、町税全体の４４．９％を占める町民税は個人、

法人合わせ前年度比５６，９５８千円、１３．９％の増となったところである。

また、固定資産税は、総額で４億４３，８１１千円（前年度比 １．７％増）となっている。これ

は、主に設備投資の増に伴う償却資産の前年度実績での伸び分を反映したことによるもので

ある。

町民税、固定資産税の２税目合計で９億１０，６１２千円（前年度比７．６％増）となり、構成比

は町税全体の８７．６％で前年度比０．５％減となっている。

町たばこ税については、平成２５年４月１日の地方税法（税率）改正及び消費本数の増加を

見込み、前年度に比べ１３，６３２千円、１７．０％の増となり、軽自動車税は３７９千円、 １．

１％の増額となっている。

町税全体の対前年度比は８．１％の増で、町民税及び町たばこ税の増収によるところが大き

く、自主財源に占める町税の割合も３６．９％となったが、前年度対比では５３．８％から１６．９

ポイント下回っている。

構成比

比　　　　較

増減額 増減率

平成２５年度

当初予算額
区　　　　分

構成比

平成２６年度
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（地方譲与税等各種交付金）

地方揮発油譲与税、自動車重量譲与税からなる地方譲与税については、９５，８００千円

（前年度比４.１％減）を計上している。また、地方特例交付金については、減収補てん特例交

付金（住宅借入金等特別税額控除分）として２，６００千円（２００千円減）としている。

（地方交付税）

普通交付税については、全国平均の伸び率１．０％の減と示されている。加えて、平成２２

年の国勢調査による人口の減少などを考慮し、前年度の交付実績額から４．０％減額として

見込み２２億９１，２６９千円を計上しており、前年度当初予算比では９，８５３千円の減額となっ

ている。

また、特別交付税についても、今年度において災害復旧に係る経費や特殊事情のある地

域に対し重点的に配分される見込みであることから、交付額を６.６％減とし、１億５０，８００千

円を計上している。

一方、震災復興特別交付税については、地方税の減免による減収分、国庫補助事業に伴

う地方負担額への措置額、役場庁舎復旧事業分、中長期職員派遣人件費分として１０億８

３，３０２千円計上しており、地方交付税総額が大幅増となった要因となっている。

（分担金及び負担金）

分担金及び負担金は６１，６９６千円で、徴収基準に基づいて確実に徴収できる額を見込む

こととしているが、老人福祉施設にかかる被措置者負担金の減額などにより、前年度と比較し

て０．８％、４７６千円の減額となっている。

（国庫支出金）

国庫支出金は７億１３，０４５千円で、前年度と比較し２９，７３７千円、４．４％の増額となって

いる。臨時福祉給付金事業費補助金、放射線量低減対策特別緊急事業費補助金、原子力

災害避難区域等帰還・再生加速事業委託金などが増額となっている。一方、災害等廃棄物
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処理事業費国庫補助金１億３４，６３２千円、コミュニティ復活交付金２４７，９２５千円などが減

額となっている。

（県支出金）

県支出金は３９億１７，１３３千円となり、前年度と比較し大幅な減額となっている。増減の主

なものは、再生可能エネルギー等導入事業補助金７０，３８２千円、公立学校等校舎内緊急

環境改善事業補助金５８，２５９千円、ふくしま森林再生事業補助金８２，０７５千円などでは増

額となっているが、生活圏の除染対策事業県交付金１１９億８２，４４３千円、参議院議員通常

選挙委託金９，３７６千円などの減額によるものである。

（繰 入 金）

繰入金は１４億２８，３４６千円で、前年度と比較して９億７３，２１９千円の増額となった。これ

は、財源の不足を補うための財政調整基金からの繰入額を増額したほか、生活拠点形成交

付金基金を取り崩しし、復興公営住宅整備事業へ充当するとともに、東日本大震災復興基金

を取り崩し、親子のびのびリフレッシュ事業や内部被ばく検査業務委託料などに２億５４，５４０

千円を充当したほか、ブランド・イメージ交付金分として７，３９５千円を繰り入れたためである。

（町 　債）

公共施設や道路等の社会資本の整備は、その利益を享受する世代間の公平な負担のもと

に整備するという考えのもと、今年度も交付税措置があり財政負担の少ない起債を中心に必

要額を計上している。町債総額では１０億４８，９００千円、前年度と比較して６億６６，６００千

円、１７４．４％の大幅増となっている。
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＜第３図＞　一般会計歳出予算の構成比（目的別）

町債の主なものは、新庁舎整備事業として５億１３，１００千円、復興公営住宅整備事業とし

て１億１，７００千円、町道整備事業として辺地対策事業債２０，９００千円（１路線）、過疎対策

事業債７８，０００千円（５路線）、一般単独事業債（１路線）の計３７，８００千円を見込んでい

る。さらに、普通交付税の不足分を補うための臨時財政対策債を２億２３，６００千円（対前年

度比３４，６００千円、１３．４％の減）を計上している。

その他、土地・建物の貸付けによる財産収入や、使用料・手数料など、見込み得る限りの収

入を計上し、財源の確保を図ったものである。

　なお、使用料については、消費税率の引き上げに伴う料金等の改定分を計上している。

(3)目的別歳出の状況
歳出予算の内訳を目的別に見ると第３図及び第３表のとおり､総務費が５６億７４，４７３千円

で最も大きいものとなっているが、前年度に比べて１０６億８４，５３４千円の減額となっている。

次いで大きいのは、民生費の１６億８５，２１２千円、前年度に比べ１億１１，６６４千円の増と

なっている。土木費については１４億８２，９４３千円となり、前年度比１１億３６，７２７千円、３２

８．３％の大幅な増額となっている。

商工費

1.5%

議会費

1.0%

予備費

0.2%
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民生費

13.7%

総務費

46.2%

公債費

4.2%

教育費

10.0%

衛生費

3.8%

商工費

1.5%

消防費

4.0%

農林水産業費

3.3%

土木費

12.1%

1.0% 0.2%

歳 出
12,287,０００千円

１００％
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＜第３表＞　一般会計歳出予算内訳（目的別）

（単位：千円、％）

▲ 10,684,534

▲ 1.1

７．土木費

３．民生費

４．衛生費

５．農林水産業費

▲ 1,387

35,000 16.7

1,482,943

183,743

▲ 13,309

▲ 13.1

5,000

▲ 68,130

▲ 99.9

▲ 11.6

3.8

46.2 16,359,007 76.2

111,664

346,216 1,136,727

▲ 42.8

▲ 23.3

（議会費）
   議会費は、１億２０，０１９千円で、前年度と比較して１，３８７千円、１．１％の減となった。主

10．災害復旧費

518,878 4.2 587,008

歳　出　合　計 100.0 21,479,000 100.012,287,000

465,426

1.5 ▲ 27,767

12.1

▲ 141,694

173,399

607,120 2.8

227,502 1.1400,901

16 0.0

1,685,212

5,674,473

120,019 1.0 121,406

平成２５年度

0.6

増減率

1,573,548 7.3 7.1

4.0 4,962

313,069

492,321

1.0

2.3

1.6

3.3

構成比

平成２６年度 比　　　　較

増減額（A) - （B)当初予算額（B) 構成比当初予算額（A)

13.7

▲ 65.3

328.3

９．教育費

６．商工費

２．総務費

１．議会費

区　　　　分

211,510

76.2

８．消防費 1.0

1,223,106 10.0 910,037 4.2 34.4

497,283

2.7

0.1

0.1

13,325

▲ 9,192,000

11．公債費

0.212．予備費 30,000
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   議会費は、１億２０，０１９千円で、前年度と比較して１，３８７千円、１．１％の減となった。主
な要因は、議会人件費のうち社会保険料や配信映像編集委託料などの減額によるものであ
る。

（総務費）
   総務費は、５６億７４，４７３千円で、前年度と比較して１０６億８４，５３４千円の減となった。主
な要因は、新庁舎建設事業費として、敷地造成及び庁舎建設工事請負費や用地購入費等
により１３億９４，５２１千円、継続モニタリング業務委託料１億３，９２８千円や、新規に町単独
事業として、山木屋地区避難者が町内で住宅及び敷地を取得した場合に課税される、不動
産取得税額を助成するため１０，０００千円を計上するとともに、対前年度比較では仮置場土
地借上料６１，５１５千円増額計上となっているが、除染対策事業委託料は１１８億２，７３２千
円の大幅減額となった。また、関連して除染対策事業に係る経費が減少したことも大幅減額
の要因である。また、新たにスマートコミュニティ構築事業費として山木屋地区に複合型施設
建設のための調査業務委託料を計上するとともに、町内各行政区等が所有する地区集会所
のトイレ等改修のために、補助金を措置している。

（民生費）
   民生費は、１６億８５，２１２千円で、前年度と比較して１億１１，６６４千円、７．１％の増となっ
た。主な要因は、消費税の引き上げに際し、所得の低い方が受ける負担の影響に適切な配
慮をするため、臨時的に措置される「臨時福祉給付金」や、同様に子育て世帯への影響を緩
和するため、「子育て世帯臨時特例給付金」事業費を計上した。また、ＮＰＯ法人達南精神保
健福祉会（花塚）に対する補助金や、定住化対策として第３子以降の出産に対し、出産祝い
金を増額することとした。さらに、新たに小学校・中学校入学時に入学祝い金５０千円を交付
するための所要額措置や、定住化対策として実施している７０歳到達時の「人間ドック」無料
化の推進を図るため、国民健康保険事業特別会計繰出金（人間ドック事業分）を増額した。

-　9　-



（衛生費）

衛生費は、４億６５，４２６千円で、前年度と比較して１億４１，６９４千円、２３．３％の減となっ

た。主な要因は、災害廃棄物処理処分委託料５０，２１３千円、親子のびのびリフレッシュ事業

委託料４２，１６８千円（前年度実績を反映）、伊達地方衛生処理組合負担金１１，８２５千円、

保健センター施設管理費・バッテリー交換工事請負費９，００９千円などの減額によるものであ

る。

一方、新規に線量計等緊急整備支援事業としてバッジ式線量計測定委託料１０，２４０千

円、第二次健康かわまた２１計画策定委託料４，４２８千円を計上するとともに、保健対策事業

費や内部被ばく検査業務委託料などには必要額を措置している。

（農林水産業費）

農林水産業費は、４億９０１千円で、前年度と比較して１億７３，３９９千円の増額となってい

る。主な要因は、ふくしま森林再生事業費として森林整備事業業務委託料１億１０，８０４千

円、震災対策・戦略作物生産基盤整備事業負担金（山木屋地区の農地除染と一体的なほ場

整備）３７，５００千円、シャモ育雛鶏舎整備事業補助金に１９，６４５千円、放射性物質吸収抑

制資材の塩化カリウム搬送費１０，６８４千円を計上するとともに、米の全袋検査事業補助金１

９，５２４千円を当初予算に計上したところである。

なお、有害鳥獣対策事業費の捕獲報償金や委託料などを増額としているほか、農地・水・

環境保全向上対策事業費や中山間地域等直接支払推進事業、森林病害虫等防除事業な

どについても所要額を確保している。

（商工費）
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（商工費）

商工費は、１億８３，７４３千円で、前年度と比較して２７，７６７千円、１３．１％の減となった。

主な要因は、からりこ館の空調設備改修工事費１９，５７７千円や街なか駐車場舗装工事費

９，９０２千円が減額となったためである。新たに増額となっているものは、からりこ館法面改修

工事費１０，０００千円、中心市街地活性化計画認定・推進業務委託料５，４２２千円などとなっ

ている。川俣ブランドイメージ回復支援事業補助金は７，３９５千円を計上している。

（土木費）

土木費は、１４億８２，９４３千円で、前年度と比較して１１億３６，７２７千円、３２８．３％の大幅

増となった。主な要因は、復興公営住宅整備事業のうち測量設計調査委託料に６１，５６０千

円、工事請負費に６億５５，５６０千円、除染が完了した町道の生活道路部分の舗装等工事費

を当初予算に２８９，６１７千円計上し、事業の推進を図るとともに、社会資本整備総合交付金

事業・道路ストック総点検事業に係る調査業務委託料１２，９６０千円、都市マスタープラン策

定委託料７，０００千円など計上により増加となった。

町道整備については、７路線と測量設計３路線を実施することとしており、町道の維持補修

工事費も１４箇所、６３，１１４千円を計上したほか、ふもとがわ団地１号棟の外壁塗装、クラック

補修等の工事や、その他の町営住宅修繕工事費、河川等維持補修工事費などについても

計上し、地域住民の安全性・利便性の確保を図っていく。
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＜第４図＞　公債費の状況（目的別）

（消防費）
消防費は、４億９７，２８３千円で、前年度と比較して４，９６２千円、１．０％の増となった。主
な要因は、震災等による宅地関連、井戸被害の復旧に対する補助金について、前年度まで
の未完了及び山木屋地区に係る需要増を見込み、５２，０００千円（前年度３２，０００千円）を
計上した。前年度の町地域防災計画策定業務委託料７，１２０千円は減額となっている。ま
た、継続して緊急雇用創出基金事業を活用した山木屋地区の地域安全パトロール事業１億７
６，０１５千円を計上している。

（教育費）
教育費は、１２億２３，１０６千円で、前年度と比較して３億１３，０６９千円、３４．４％の増と
なった。主な要因は、太陽光発電システム等設置費として川俣小、川俣南小に総額８６，４００
千円、幼稚園・小学校・中学校の空調設備設置工事として総額１億２５，３４６千円、子どもの
屋内運動場施設改修工事費に１億３，８６９千円などの増額によるものである。また、スクール
ソーシャルワーカー派遣事業費、避難児童・生徒等支援事業費などや、小学生・幼稚園児を
対象に県外での活動を行うため、かわまたこどもハッピー・スクール事業にも予算措置してい
る。さらに、老朽化にともない川俣南小学校屋内体育館の改築に向けた基本設計・実施設計
委託料９，８６１千円を計上している。

（公債費）
公債費は、５億１８，８７８千円で、前年度と比較して６８，１３０千円、１１．６％の減となった。こ
れは、平成１５年度借り入れの過疎対策事業債、辺地対策事業債、などの償還終了によるも
のである。なお、公債費の内訳は第４図のとおりである。
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土木債

２７．０%

その他（臨時
財政対策債等）

４４．８%
教育債

１４．６%

民生債

５．３%

衛生債

４．１％

災害復旧債

０．７％農林水産業債

３．０％

総務債

０．５％

公債費
５１８，８７８千円

１００％
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（４）性質別歳出の状況

＜第５図＞　一般会計歳出予算の構成比（性質別）

維持補修費
貸付金 0.6%
投資及び出資金
積立金
予備費 0.2% 計1.1％

歳出予算を性質別に分類すると第５図及び第４表のとおり義務的経費、投資的経費及びそ

の他の経費に大別することができる。

義務的経費は、議員報酬や職員給与等の人件費のほか、児童手当、老人施設措置費等

の扶助費及び町債の元利償還のための公債費からなっており、総額で２２億９９，９２７千円

（構成比１８．８％）となっている。このうち人件費は１１億７３，９４１千円（構成比９．７％）であ

り、職員の採用、退職関係等の減額により前年度と比較して４．９％の減。扶助費においても、

被災者見舞金や個人線量計配布費などで同じく減額となっている。

　また、その他の経費は６４億６１，５２５千円となっており、１１３億６５，１３９千円の減となってい

るが、主なものは除染対策に要する経費などの減額によるものである。

0.3%
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投資的

経費

28.7%

義務的

経費

18.8%

その他

の経費

52.5% 普通建設

事業費

28.7%

扶助費

4.9 %

公債費

4.2%

物件費

38.9%

補助費等

8.7%

繰出金

3.8% 人件費

9.7%

歳 出
１２,２８７,０００千円

１００％
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＜第４表＞　一般会計歳出予算内訳（性質別）

（単位：千円、％）

人件費

増減額（A) - （B)

予備費

補助費等

16.7

▲ 70.7

18.8

▲ 0.5▲ 2,450

9,698

▲ 49,644

0

▲ 11,496,594

168,851

扶助費 607,108 4.9 630,292

518,878 4.2

16

投資的経費

3,525,532普通建設事業費

13,325

28.7

28.7

投資及び出資金

積立金

繰出金

維持補修費

貸付金

物件費

0.0 －

▲ 92.5

4.2

2.2

0.1

473,015 3.8 475,465

39,423 0.3 29,725

0.0 53,685

70,000

1,066,360 8.7

1,187,098

16,270,280

0.1

0.00.6 70,000 0.3 0

4,041

0 0.0

0.3

32.6

38.94,773,686

897,509

75.8

52.5

0.0

5,000

1,234,613

▲ 13,309

▲ 11,365,139 ▲ 63.8

35,000 30,000

0.1

▲ 4.9

2.9

1,200,423

▲ 3.7

5.5

3,525,548

▲ 23,184

17,826,664 83.0

0.2

2.7

0

587,008

5.8

2,299,927

1,173,941 9.7

当初予算額（A) 構成比

18.8 2,451,913 11.4

区　　　　分

平成２６年度 平成２５年度

▲ 6.2

その他の経費

当初予算額（A) 増減率構成比

義務的経費

▲ 11.6▲ 68,130

197.0

2,325,125 193.7

2,338,434

▲ 99.9災害復旧事業費

6,461,525

公債費

5.6

比　　　　較

▲ 151,986

▲ 60,672
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＜第５表＞一般会計歳出予算のうち投資的経費の内訳　

（単位：千円、％）

普通建設事業費

災害復旧事業費

442,353

1,866,581

29,500

55.9

488.3

197.0

▲ 42.8

65.9

構成比 構成比

3,525,532

▲ 9,192,000

比　　　　較

100.0100.0 21,479,000

平成２６年度

12,287,000

1.3

100.0

平成２５年度

213.8

増減率

100.0 1,200,423

16 0.0

63.8

1.2

35.0

382,225

791,073

13,325

13,800

当初予算額
（B)

増減額
（A) - （B)

当初予算額
（A)

歳　出　合　計

区　　　　分

投資的経費は、新庁舎建設事業費や農林業施設、土木施設、住宅建設、教育施設の整備

費などの普通建設事業費及び災害復旧事業費である。その総額は３５億２５，５４８千円（構成

比２８．７％）であり、前年度と比較して２３億２５，１２５千円の大幅な増となっている。

　なお、内訳は第５表のとおりである。

歳　出　合　計

3,525,548

2,338,434

1,233,426

2,248,806

43,300

投
資
的
経
費

補助事業費

単独事業費

県営事業費

193.7

1,187,098 98.9

100.0

1.1 ▲ 13,309

2,325,125

31.8

▲ 99.9
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その他の経費の内訳は、物件費４７億７３，６８６千円（構成比３８．９％）、補助費等１０億６

６，３６０千円（構成比８．７％）、繰出金４億７３，０１５千円（構成比３．８％）、維持補修費３９，４

２３千円（構成比０．３％）、貸付金７０，０００千円（構成比０．６％）、積立金４，０４１千円などと

なっており、総額６４億６１，５２５千円（構成比５２．５％）は、前年度と比較して１１３億６５，１３９

千円の減となっている。

（人件費）

人件費は、議員報酬、委員等報酬、職員給料等の経費をいうものであり、前年度と比較し６

０，６７２千円、４．９％の減となった。これは、職員の採用、退職関係等による職員給与等の減

額が要因である。

（扶助費）

扶助費では、被災者見舞金１５，２００千円の減、被用者小学校修了前児童手当７，７１０千

円の減、さらに昨年度に行った個人線量計の配布が完了したこにより、前年度と比較して全

体では２３，１８４千円、３．７％の減額となっているが、新たに小学校及び中学校入学時にお

ける入学祝い金として一人５０千円を交付するための予算計上を行った。

（公債費）

公債費は 償還終了などにより毎年減少傾向となっている 予算額も５億円台となり 前年
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公債費は、償還終了などにより毎年減少傾向となっている。予算額も５億円台となり、前年

度比較では６８，１３０千円、１１．６％の減額となった。

（普通建設事業費）

普通建設事業費は、地域住民の福祉の向上や生活の安全確保を図るための社会資本の

整備にかかる費用であるが、前年度に比べ旧川俣精練解体等工事費などは減となったもの

の、新庁舎建設事業費や復興公営住宅建設事業費、土木施設、教育施設の整備費などによ

り大幅な増額となった。

補助事業費については、１２億３３，４２６千円を計上し、復興公営住宅や子どもの屋内運動

場の整備などの復興を推進する事業を行う。また、新たに川俣小・川俣南小学校などに太陽

光発電システムや幼・小・中学校へのエアコン設備の設置費も計上している。

単独事業費では、新庁舎建設事業や町道整備事業として杉坂大木田線など１４路線の工

事費、設計業務委託料などを計上している。さらに、除染に伴う生活道の舗装工事も実施しイ

ンフラ整備の拡充を図る。
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（物件費）

物件費は、賃金、旅費、交際費、需用費、役務費（保険料除く）、委託料、使用料及び賃借

料、備品購入費の細かな内部的経費の積み上げであり、これらの経費の削減は、財政運営

の健全化、効率化のために、重要な課題となっている。

今年度においても原子力災害に対応する事業を実施するが、前年度と比較して１１４億９６，

５９４千円減の４７億７３，６８６千円を計上している。減額となった主なものは、除染対策事業委

託料、災害廃棄物処理処分委託料などである。

また、増額となっている主なものは、ふくしま森林再生事業費１億１０，８０４千円、山木屋地

区町道除草委託料３４，４１１千円、仮置場土地借上料６１，５１５千円などを計上している。除

染関係では、仮置場モニタリングポスト設置及び線量マップ管理委託費や個人積算線量管

理業務委託料などを増額し、町民の安全・安心を確保する予算措置を行っている。

（補助費等）

その他の経費のうち補助費等は、報償費、役務費（保険料に限る）、負担金、補助及び交付

金等で、一部事務組合等への負担金のほか、補助、交付金などその支出の根拠、目的、交

付対象等は多種多様である。

今年度においては、伊達地方衛生処理組合負担金、療養給付費負担金、川俣シルクブラ

ンドショップ開設支援事業補助金などが減額となっている。

一方、消費税率の引き上げに際する措置として、臨時福祉給付金６２，９７０千円、子育て世

帯臨時特例給付金１６，４３０千円を計上している。全体では前年度と比較して１億６８，８５１千

円、１８．８％の増となった。

（繰出金）

繰出金は、国民健康保険特別会計、後期高齢者医療特別会計、介護保険特別会計など

に対するもので、前年度比２，４５０千円、０．５％の減額となっている。
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に対するもので、前年度比２，４５０千円、０．５％の減額となっている。

今年度においては、国民健康保険事業特別会計、後期高齢者医療特別会計への繰出金

が全体では減額となっているが、国民健康保険事業特別会計への繰出金のうち、人間ドック

事業への繰出金は増額となっている。工業団地造成事業特別会計への繰出金については、

土地開発公社への償還が終了したため皆減となっている。

各特別会計への繰出金は、それぞれの特別会計を安定的に運営していくための経費であ

り、精査の上、所要額を確保したものである。

（維持補修費）

　施設の効用を維持するために支出する経費である。

今年度においても、道路維持修繕事業をはじめ、町営住宅など町有施設の維持修繕費を

計上しているが、施設の老朽化などに伴い、今後も建物や機械設備の修繕料の増加が見込

まれる。

対前年度比では９，６９８千円、３２．６％の増額となったが、これは主に道路除雪作業委託

料や学校教育施設修繕料等の増額によるものである。

（貸付金）

   貸付金は、７０，０００千円で前年度と同額の計上である。

今年度においても、町中小企業経営合理化資金預託金として町内金融機関へ原資預託を

行うものである。
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（５）平成２６年度主な事業の概要
（単位：千円）

継続
新規 国 県 地方債 その他 一般財源

新庁舎建設事業費 継続 1,394,521 32,000 513,100 849,421
新庁舎建設工事設計監理委託
料、新庁舎建設工事費等

文書、法規管理費 継続 515 515
「災害対策本部からのお知らせ」
発行消耗品費

災害対策費 継続 52,540 52,540
川俣町地域防災計画策定業務、
宅地関連、井戸修繕工事費補助
金

地域安全パトロール事業費 継続 176,015 174,409 1,606
山木屋地区のパトロール（緊
急雇用創出基金事業）

1,623,591 32,000 174,409 513,100 904,082

復興事業費 継続 7,294 7,294
専門員賃金、日々雇用職員
賃金等

復興会議運営費 継続 1,179 1,179 復興会議開催経費

市町村バス運行費 継続 11,257 1,977 9,280 自治体バス運行委託料等

デマンド型乗合タクシー運行費 継続 18,568 3,108 15,460
ふれあいタクシー運行委託
料

みんなでつくるまちづくり事業費 継続 1,270 1,270
まちづくり活動に対する助成
等

農林業センサス調査諸経費 新規 1,826 1,803 23 農業・林業の状況等の調査

町有施設等管理費 継続 3,429 3,429 集会所等の維持管理費

地方債償還金 継続 518,878 27,731 491,147 地方債元利償還金

スマートコミュニティプラン構築事業費 新規 10,000 10,000 複合型施設等調査業務委託料

番号制度対応システム改修事業 新規 9,828 9,828
マイナンバー制度に対応するた
めの改修業務委託料

光ファイバ通信網設備運営費 継続 9,603 8,859 744
光ファイバ通信網施設の保
守業務委託料等

593,132 6,888 36,590 539,826

戸籍コンピュータ事業費 継続 5,472 5,472
戸籍等副本データ管理システム
導入、戸籍システムリース料

浄化槽設置整備事業費 継続 24,303 6,632 3,377 14,294 浄化槽設置補助（53基分）

太陽光発電システム設置整備事業費 継続 3,660 3,660
太陽光発電システム設置補
助金　35件分

火葬場建設事業費 継続 1,024 50 974
火葬場建設基本計画策定業務、
火葬場建設基金利子積立金

生活排水対策推進事業費 継続 431 431 広瀬川水質調査委託料等

賦課徴収事務諸経費 継続 5,401 5,401
地方税電子申告システム
ASPサービス料等

40,291 6,632 3,377 50 30,232

有害鳥獣対策事業費 継続 25,139 11,714 13,425
有害鳥獣捕獲報償金及び委
託料等

花卉振興事業費 継続 735 735 小菊選別機3台の購入補助

耕作放棄地解消対策事業費 継続 1,023 1,023
耕作放棄地解消支援補助金
等

農地等除染対策事業費 継続 17,336 10,684 6,652 農地等除染業務委託料等

ふくしま森林再生事業費 新規 110,804 82,075 28,729
森林の公益的機能維持を目
的とする

農地・水保全管理支払交付金事業 継続 3,946 96 3,850
地域ぐるみの共同活動で農
村環境を保全（3地区）

農業者戸別所得補償制度推進事業費 継続 1,800 1,800
川俣町地域農業再生協議会
への交付金

商工業振興事業諸経費 継続 500 500 街なか駐車場土地借上料

商工業振興事業諸経費 継続 4,000 4,000 商品券発行事業補助金

商工団体育成事業費 新規 7,395 7,395
川俣ブランド・イメージ回復支
援事業補助金

中小企業対策費 継続 6,290 6,289 1
中小企業復旧復興支援事業
委託料（緊急雇用）

管理運営費 新規 10,000 10,000 からりこ館法面改修工事

188,968 112,658 11,395 64,915

道路維持修繕事業費 継続 352,732 352,732
町道14か所の補修工事費ほ
か除染に伴う舗装工事

復興公営住宅整備事業費 新規 717,120 101,700 615,420
復興公営住宅40戸の整備、測量
設計・工事請負費等経費

公営住宅長寿命化対策費 新規 20,000 10,000 10,000
ふもとがわ団地1号棟修繕工
事

住宅維持補修費 継続 1,080 1,080 町営住宅施設修繕料

道路ストック総点検事業費 新規 12,960 7,200 5,760
路面、法面、土工構造物、付属物
の総点検（主に1、2級町道対象）

杉坂大木田線道路改良事業費 継続 8,640 8,200 440
道路改良舗装工事　改良
L=500.0m、舗装L=220m

西方飯野線道路改良事業費 継続 9,029 5,400 3,629
測量設計委託
L＝1,100m

芦沼田線 継続 2,025 2,025
測量設計委託
L＝250.0m

小　計

町民税務課

産業課

建設水道課

備考主管課 事業名 事業費
財源内訳

小　計

小　計

企画財政課

総務課

小　計
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継続
新規 国 県 地方債 その他 一般財源

西町線 継続 24,250 23,000 1,250
道路改良工事
L=134.5m　W=5.0m

鶴東・鉄炮町線道路改良事業費 新規 42,000 37,800 4,200
交差点改良工事（右折レー
ンの設置）

河川維持補修事業費 継続 14,288 14,288 水路3箇所の補修工事

1,204,124 15,400 7,200 170,700 1,010,824

避難者等住宅等取得等支援補助金 新規 10,000 10,000
山木屋地区避難者が町内で住
宅及び住宅敷地を購入する際の
費用助成

住民支援事業費 継続 24,570 6,033 18,537
仮設住宅、無料巡回バス運
転手経費、個人線量計配布

避難区域農地等保全管理事業費 継続 2,875 2,875
除染後の農地等を対象に、
保全管理の業務委託料

除染対策事業費 継続 3,054,339 9,675 3,024,811 19,853
5地区の除染対策委託料、仮置
場整備工事、仮置場管理業務等

モニタリング事業費 継続 50,335 33,799 16,536
空間放射線量、自家用農産
物、井戸水等のモニタリング

放射線量低減対策特別緊急事業費 継続 104,829 104,829
除染事業等の推進における
技術的助言等に要する経費

3,246,948 114,504 3,067,518 64,926

地域支え合い体制づくり助成事業 継続 1,250 1250
介護職員初任者研修修了者
に対する補助金

自立支援給付事業費 継続 211,599 105,640 52,820 53,139
介護・訓練等給付費、自立
支援医療費、補装具の支給

介護保険特別会計繰出金 継続 257,293 257,293 介護特別会計への繰出金

臨時福祉給付金給付事業費 新規 66,947 66,947
町民税（均等割）が課税されてい
ない方など、低所得者を対象

国民健康保険事業特別会計繰出金 継続 151,937 5,456 49,623 96,858
国民健康保険特別会計への
繰出金

後期高齢者医療事業費 継続 242,085 40,887 201,198
後期高齢者療養給付費負担
金等

931,111 178,043 144,580 608,488

線量計等緊急整備支援事業費 継続 647 647
線量計（サーベイメーター）
校正料

保健対策事業費 継続 13,416 13,416 内部被ばく検査委託料
3,100人分

第二次健康かわまた21計画策定事業費 新規 5,531 5,531 計画策定事業委託料

親子のびのびリフレッシュ事業費 継続 59,229 59,229
未就学児から中学3年生まで
のリフレッシュ事業

78,823 647 72,645 5,531

入学祝金給付金給付事業 新規 10,750 10,750
定住化対策事業、小・中学
入学祝金

スクールソーシャルワーカー派遣事業費 継続 2,592 2,514 78
児童生徒の自立を促すため
の派遣事業

避難児童・生徒等支援事業費 継続 13,688 12,137 1,551
被災児童生徒に要するバ
ス、その他経費等

太陽光発電システム等設置工事 新規 92,945 27,880 58,500 6,565 太陽光発電システム等設置工事、設
計委託料（川俣小、川俣南学校）

施設維持管理費（南小体育館改築） 新規 9,861 9,861 基本設計・実施設計委託料

施設維持管理費（小学校エアコン設置） 新規 79,147 34,455 44,692
各小学校にエアコン設置（63
台）

施設維持管理費（中学校エアコン設置） 新規 30,537 15,053 15,484
川俣中学校にエアコン設置
（25台）

施設維持管理費（川中トイレ改修） 新規 13,202 13,202 川俣中学校のトイレ改修

施設維持管理費（幼稚園エアコン設置） 新規 15,662 8,751 6,911
各幼稚園にエアコン設置（18
台）

子育て世帯臨時特例給付金事業費 新規 17,866 17,864 2
平成26年1月分の児童手当
の対象となる児童

出産祝い金給付金 継続 1,200 1,200
第3子出産祝い金
1万円→5万円に増額

子ども医療助成事業費 継続 44,016 23,889 20,127
乳児から18歳以下までの医
療費助成

児童手当支給事業費 継続 202,800 139,983 31,408 31,409
中学校終了までの児童手当
支給事業

かわまたこどもハッピー・スクール事業 継続 2,710 2,710 小学生の郊外活動

かわまたこどもハッピー・保育事業 継続 209 209 保育園児の郊外活動

かわまたこどもハッピー・スクール事業 継続 477 477 幼稚園児の郊外活動

537,662 185,727 128,207 58,500 3,396 161,832

コスキン事業費 新規 606 606
日進市で行うフォルクローレ
音楽交流事業旅費ほか

コスキン事業費 継続 3,882 3,882 コスキン40周年記念事業

おじまふるさと交流館事業費 継続 15,044 2,803 3,331 8,910
おじまふるさと交流館運営経
費

おじまふるさと交流館事業費（太陽光設置） 新規 59,662 38,382 15,300 5,980 太陽光発電システム等設置工事、設
計委託料（おじまふるさと交流館）

子どもの屋内運動場整備事業費 新規 168,588 51,933 38,274 78,381
子どもの屋内遊び場整備事
業

スポーツ団体育成費 継続 1,045 1,045
中央区、日進市とのスポーツ
交流会

248,827 51,933 79,459 15,300 3,331 98,804

8,693,477 584,239 3,724,943 757,600 127,407 3,489,460

小　計

小　計

建設水道課
（つづき）

事業費主管課
財源内訳

備考事業名

（単位：千円）

保健センター
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小　計

原子力災害
対策課

小　計

保健福祉課

生涯学習課

小　計

合　　　　計

こども教育課

小　計



（６）平成２６年度主な復旧・復興事業の概要 【一部再掲】

（単位：千円）

継続
新規 国 県 地方債 その他 一般財源

② 給与費（一般職分） 継続 6,518 6,518
災害派遣職員分の単身赴任手
当、災害派遣手当

② 一般管理事務諸経費 継続 25,200 25,200
災害復旧のため派遣された職員
給与等負担金

③ 新庁舎建設事業費 継続 1,394,521 32,000 513,100 849,421
新庁舎建設工事設計監理委託料、新
庁舎建設工事費等

② 文書、法規管理費 継続 515 515
「災害対策本部からのお知らせ」
発行消耗品費

② 広報発行事業費 継続 1,037 1,037 災害広報配送費等

③ 災害対策費 継続 52,540 52,540
川俣町地域防災計画策定業務、
宅地関連、井戸修繕工事費補助

② 地域安全パトロール事業費 継続 176,015 174,409 1,606
山木屋地区のパトロール（緊急雇
用創出基金事業）

1,656,346 32,000 174,409 513,100 936,837

② 復興会議運営費 継続 1,179 1,179 復興会議委員報酬等

② 復興事業費 継続 7,294 7,294
専門員賃金、日々雇用職員賃金
等

② スマートコミュニティプラン構築事業費 新規 10,000 10,000 複合型施設等調査業務委託料

18,473 18,473

② 地域支え合い体制づくり助成事業 継続 1,250 1250
介護職員初任者研修修了者に対
する補助金

1,250 1,250

② 避難者等住宅等取得等支援補助金 新規 10,000 10,000
山木屋地区避難者が町内で住宅及び
住宅敷地を購入する際の費用助成

② 原子力災害対策諸経費 継続 846 846 打合せ旅費、消耗品費等

② 住民支援事業費 継続 24,570 6,033 18,537
仮設住宅、無料巡回バス運転手
経費、個人線量計配布費等

② 避難区域農地等保全管理事業費 継続 2,875 2,875
除染後の農地等を対象に、保全管
理の業務委託料

① 除染対策事業費 継続 3,054,339 9,675 3,024,811 19,853
5地区の除染対策委託料、仮置場
整備工事、仮置場管理業務等

② モニタリング事業費 継続 50,335 33,799 16,536
空間放射線量、自家用農産物、井
戸水等のモニタリング経費

② 放射線量低減対策特別緊急事業費 継続 104,829 104,829
除染事業等の推進における技術
的助言等に要する経費

3,247,794 114,504 3,067,518 65,772

② 保健対策事業費 継続 13,416 13,416
内部被ばく検査業務委託料3,100
人分

② 線量計等緊急整備支援事業費 継続 647 647 線量計（サーベイメーター）校正料

② 親子のびのびリフレッシュ事業費 継続 59,229 59,229
未就学児から中学3年生までのリフ
レッシュ事業

73,292 647 72,645

② 有害鳥獣対策事業費 継続 25,139 11,714 13,425
有害鳥獣捕獲報償金、捕獲委託
料等

① 農地等除染対策事業費 継続 17,336 10,684 6,652 農地等の除染業務委託料等

② ふくしま森林再生事業費 新規 110,804 82,075 28,729
森林の公益的機能維持を目的と
する事業　H26～H29年度

② 商工業振興事業諸経費 継続 9,422 4,000 5,422
中心市街地活性化基本計画委員報
酬、委託料

② 商工団体育成事業費 新規 7,395 7,395
川俣ブランドイメージ回復支援事
業補助金

170,096 104,473 11,395 54,228

③ 道路維持修繕事業費 継続 352,732 352,732
町道等14路線の補修工事費ほか
除染に伴う舗装工事

③ 河川維持補修事業費 継続 14,288 14,288 水路3箇所の補修工事

③ 復興公営住宅整備事業費 新規 717,120 101,700 615,420
復興公営住宅40戸の整備、測量
設計・工事請負費等経費

1,084,140 101,700 982,440

② スクールソーシャルワーカー派遣事業費 継続 2,592 2,514 78
児童生徒の自立を促すための派
遣事業

② 避難児童・生徒等支援事業費 継続 13,688 12,137 1,551
被災児童生徒に要するバス運行
費、就援助費等

② かわまたこどもハッピー・スクール事業 継続 2,710 2,710 小学生の郊外活動

② 施設維持管理費（太陽光発電システム） 新規 92,945 27,880 58,500 6,565
太陽光発電システム等設置工事、
設計委託料（川俣小、南小学校）

② 施設維持管理費（中学校エアコン設置） 新規 30,537 15,053 15,484
川俣中学校にエアコン設置（25
台）

② 施設維持管理費（小学校エアコン設置） 新規 79,147 34,455 44,692 各小学校にエアコン設置（63台）

② 施設維持管理費（幼稚園エアコン設置） 新規 15,662 8,751 6,911 各幼稚園にエアコン設置（18台）

主管課 事業名 事業費
財源内訳

備考

小　計

総務課

小　計

原子力災害
対策課

小　計

保健センター

保健福祉課

小　計
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小　計

小　計

建設水道課

小　計

こども教育課

産業課

企画財政課



【一部再掲】

（単位：千円）

継続
新規 国 県 地方債 その他 一般財源

② かわまたこどもハッピー・保育事業 継続 209 209 保育園児の郊外活動

② かわまたこどもハッピー・スクール事業 継続 477 477 幼稚園児の郊外活動

237,967 27,880 72,910 58,500 3,396 75,281

② コスキン事業費 新規 606 606
日進市で行うフォルクローレ音楽
交流事業旅費ほか

② 子どもの屋内運動場整備事業費 新規 168,588 51,933 38,274 78,381 子どもの屋内遊び場整備事業

② コスキン事業費 継続 3,882 3,882 コスキン40周年記念事業

② スポーツ団体育成費 継続 1,045 1,045
中央区、日進市とのスポーツ交流
会

174,121 51,933 38,274 83,914

6,663,479 226,317 3,459,481 673,300 87,436 2,216,945

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※　表内の事業項目を振り分けると下記のとおりとなる。

● 一般会計当初予算

● ① うち除染対策事業費

財源：国庫支出金　9,675千円、県支出金　3,035,495千円、一般財源　26,505千円

● ② うち原子力災害による復興事業費等

財源：国庫支出金　184,642千円、県支出金　426,986千円、地方債　58,500千円、その他87,436千円（復興基金　87,436千円）

　　　　一般財源　303,039千円

● ③ うち災害復旧事業費

　災害復旧事業費として、新庁舎建設事業、災害対策費や建設水道課分などを計上している。

財源：国庫支出金　32,000千円、地方債　614,800千円、一般財源　1,884,401千円

● ①、②、③を除く予算額

- 19 -

合　　　　計

主管課 事業名 事業費
財源内訳

備考

こども教育課
（つづき）

3,071,675

1,060,603 662,106 398,497

小　計

小　計

（単位：千円、％）

平成２６年度
（A)

平成２５年度
（B)

比　　　　　　較

（A)－（B) 増減率

（単位：千円、％）

（A)－（B)

比　　　　　　較

増減率
平成２６年度
（A)

平成２５年度
（B)

12,287,000 21,479,000 ▲ 9,192,000 ▲ 42.8

（単位：千円、％）

平成２６年度
（A)

8.5

2,531,201 550,366 1,980,835 359.9

（単位：千円、％）

平成２６年度
（A)

平成２５年度
（B)

比　　　　　　較

（A)－（B) 増減率

5,623,521 5,184,273 439,248

生涯学習課

平成２５年度
（B)

15,082,255 ▲ 12,010,580

平成２６年度
（A)

平成２５年度
（B)

比　　　　　　較

（A)－（B) 増減率

比　　　　　　較

（A)－（B) 増減率

（単位：千円、％）

▲ 79.6

60.2



（７）　平　成　２６  年　度　地　方　債　調

（単位：千円）

地域情報通信基盤整備事業 15,996 2,224

新 庁 舎 建 設 事 業 513,100 513,100

小 計 15,996 513,100 513,100 2,224

民 生 費 保育園整備事業・その他 131,053 25,602

衛 生 費 上水道整備事業・その他 255,712 15,747

農 業 施 設 整 備 事 業 31,720 13,739

農林水産業費 林 業 施 設 整 備 事 業 5,390 1,534

小 計 37,110 15,273

道 路 橋 り ょ う 整 備 事 業 674,184 136,700 37,800 78,000 20,900 132,518

公 営 住 宅 建 設 事 業 101,700 101,700

小 計 674,184 238,400 37,800 78,000 20,900 101,700 132,518

消 防 費 消防防災施設整備事業

幼 稚 園 施 設 整 備 事 業 33,524 1,972

小 学 校 施 設 整 備 事 業 226,195 58,500 58,500 35,902

中 学 校 施 設 整 備 事 業 77,400 2,896

体 育 施 設 整 備 事 業

学校給食施設整備事業 211,597 15,933

社会教育施設整備事業 35,139 15,300 15,300 4,900

小 計 583,855 73,800 15,300 58,500 61,603

公共土木施設災害復旧事業 72,804 3,575

災 害 復 旧 費 教育施設災害復旧事業

小 計 72,804 3,575

そ の 他 臨 時 財 政 対 策 債 等 2,969,596 223,600 223,600 196,137

1,048,900 566,200 58,500 78,000 20,900 101,700 223,600 452,679

交付税算入率
（％） 30

70
(-)

20
(-)

70 80 － 普通交付税９５
特別交付税　５ 100 利子負担額の７５％ －

起債充当率
（％） 90

100
(75)

90
(75) 100 100 100 100 100 100 －

　　　　　※　一般単独事業債の「交付税算入率」欄及び「起債充当率」欄については、上段：新庁舎建設事業分、下段：その他区分事業を示しています。

　　　　　※　学校教育施設等整備事業債の「交付税算入率」欄及び「起債充当率」欄については、上段：国庫負担基準内分、下段：その他区分事業を示しています。

平成２６年度
借   入   額 災害復旧事業債

-
　
20
　
-

地域総合整備資
金貸付事業債

合                       　　計 4,740,310

土 木 費

教  育  費

区　　分 起 債 の 目 的 平成２５年度末残高

総 務 費

平 成 ２ ６ 年 度
元 金 償 還 額公共事業等債 一般単独事業債 臨時財政対策債過疎対策事業 辺地対策事業

学校教育施設
等整備事業債

公営住宅建設
事 業 債

平成２６年度借入額の起債種別内訳



（８）   平 成　２６　年 度  　一 般 会 計 性 質 別 歳 出 予 算 内 訳
（単位：千円、％）

1 2 3 4 5   農      林 6 7 8 9 10　 災　 害 11 12   

議 会 費 総 務 費 民 生 費 衛 生 費  水 産 業 費 商 工 費 土 木 費 消 防 費 教 育 費 復 旧 費 公 債 費 予 備 費 計 構 成 比

1 人件費 80,649 607,334 50,814 68,495 67,457 23,689 47,742 19,767 207,994 1,173,941 9.7

2 物件費 39,070 3,443,376 205,293 263,650 156,225 39,109 70,382 197,814 358,767 4,773,686 38.9

3 維持補修費 1,345 378 1,531 8,040 768 17,079 820 9,462 39,423 0.3

4 扶助費 589,328 500 17,280 607,108 4.9

5 補助費等 300 92,180 345,005 98,337 92,587 30,901 7,143 270,908 128,999 1,066,360 8.7

 (1)国に対するもの 1 6 35 897 939 0.0

 (2)県に対するもの 6,826 44 1,010 7,880 0.1

 (3)一部事務組合負担金 90,297 199,270 289,567 2.4

 (4)その他に対するもの 300 85,354 344,960 8,040 92,581 30,901 7,108 69,731 128,999 767,974 6.2

6 普通建設事業費 1,529,369 23,278 27,858 76,589 19,276 1,340,593 7,974 500,595 3,525,532 28.7

 (1)補助事業費 122,107 9,832 24,198 19,645 694,721 362,923 1,233,426 10.0

 (2)単独事業費 1,407,262 13,446 3,660 16,644 19,276 642,872 7,974 137,672 2,248,806 18.3

 (3)県営事業負担金 40,300 3,000 43,300 0.4

(4)同級他団体施行事業負担金

7 災害復旧事業費 16 16 0.0

 (1)補助事業費

 (2)単独事業費 16 16 0.0

8 失業対策事業費

款
 性質

-
　
2
1
　
-

8 失業対策事業費

 (1)補助事業費

 (2)単独事業費

9 公債費 518,878 518,878 4.2

10 積立金 869 3,109 51 3 9 4,041 0.0

11 投資及び出資金

12 貸付金 70,000 70,000 0.6

13 繰出金 468,007 5,004 4 473,015 3.8

14 予備費 35,000 35,000 0.2

歳    出    合    計 120,019 5,674,473 1,685,212 465,426 400,901 183,743 1,482,943 497,283 1,223,106 16 518,878 35,000 12,287,000 100.0

国庫支出金 228,750 350,799 7,987 41,250 20 84,239 713,045 5.8

同 県支出金 3,145,759 238,716 16,290 168,212 9,500 1,506 174,389 162,759 3,917,131 31.9

上 使用料・手数料 11,104 9,348 659 187 920 41,166 6,162 69,546 0.6

財 分担金・負担金・寄付金 903 44,694 11,355 5,650 62,602 0.5

源 財産収入 7,099 85 50 5 49 7 7,295 0.1

内 繰入金・繰越金 8,710 60,629 13,866 799,129 1 882,335 7.2

訳 諸収入 857 4,292 2,885 301 71,015 31 76,080 22,081 177,542 1.4

地方債 513,100 238,400 73,800 825,300 6.7

一般財源等 120,019 1,766,901 1,028,568 376,926 232,196 88,393 361,461 322,874 808,703 16 491,147 35,000 5,632,204 45.8



（９）   平 成 ２６ 年 度  　一 般 会 計 節 別 歳 出 予 算 内 訳
（単位：千円、％）

1 2 3 4 5  農   林 6 7 8 9 10  災　害 11 12   

議 会 費 総 務 費 民 生 費 衛 生 費 水産業費 商 工 費 土 木 費 消 防 費 教 育 費 復 旧 費 公 債 費 予 備 費 計 構成比

１．報酬 45,408 29,474 1,201 324 3,801 152 141 19,767 8,031 108,299 0.9

２. 給料 12,086 202,448 24,177 36,270 35,568 12,744 32,113 88,912 444,318 3.6

３. 職員手当等 18,994 138,394 12,345 19,063 19,238 6,924 18,419 42,557 275,934 2.3

４. 共済費 27,253 95,175 7,518 10,948 11,839 3,869 9,847 18,411 34,820 219,680 1.8

５. 災害補償費 1 1 0.0

６. 恩給及び退職金

７. 賃金 11,535 1,762 1,011 6,560 144,998 50,559 216,425 1.8

８. 報償費 26,720 6,388 2,876 12,255 2,800 4,122 369 25,582 81,112 0.7

９. 旅費 4,119 7,462 15 196 1,343 1,078 34 9,490 1,807 25,544 0.2

10. 交際費 300 1,200 180 1,680 0.0

11. 需用費 2,020 57,658 3,824 10,719 6,823 8,494 14,830 15,152 137,228 3 256,751 2.1

12. 役務費 114 28,296 2,915 4,238 1,766 555 953 3,151 17,272 59,260 0.5

13. 委託料 5,978 3,166,983 193,994 245,441 136,821 28,836 147,400 4,253 150,991 3 4,080,700 33.2

14. 使用料及び賃借料 3,222 195,673 407 3,169 7,502 1,043 6,830 4,829 29,402 3 252,080 2.1

15. 工事請負費 1,113,443 8,932 12,213 12,376 1,221,227 5,460 421,661 4 2,795,316 22.8

16. 原材料費 1,886 2,063 70 367 3 4,389 0.0

17. 公有財産購入費 129,352 11,020 140,372 1.1

18. 備品購入費 4,607 2,628 614 1,080 54,824 63,753 0.5

19. 負担金補助及び交付金 525 209,980 358,083 124,994 142,173 34,872 5,398 270,737 141,250 1,288,012 10.5

20. 扶助費 589,328 500 17,280 607,108 4.9

21. 貸付金 70,000 70,000 0.6

22. 補償補填及び賠償金 249,521 8,542 258,063 2.1

23. 償還金利子及び割引料 5,596 571 518,878 525,045 4.3

24. 投資及び出資金

25. 積立金 869 3,109 51 3 9 4,041 0.0

26. 寄附金

27. 公課費 86 8 8 30 596 374 1,102 0.0

28. 繰出金 468,007 5,004 4 473,015 3.8

29. 予備費 35,000 35,000 0.2

合　　　計 120,019 5,674,473 1,685,212 465,426 400,901 183,743 1,482,943 497,283 1,223,106 16 518,878 35,000 12,287,000 100.0

　　　　　　　　　　　　　　　　 款
 節
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